　　　都城市防犯灯設置等補助金交付要綱

　（趣旨）

第１条　市は、市内における防犯灯の設置を促進し、夜間の犯罪、事故等の危険を防止するため、防犯灯の設置及び維持管理を行う自治公民館等に対し、予算の範囲内において補助金を交付するものとし、その交付については、都城市補助金等交付規則（平成18年規則第64号）に定めるもののほか、この要綱に定めるところによる。

　（定義）

第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

　(１)　防犯灯　夜間における犯罪及び事故等の危険を防止するために街路等に設置され、日没から日の出まで道路を照らしている電灯その他の設備をいう。

　(２)　自治公民館等　自治公民館、自治会、防犯組合その他これらに類する地域組織で、防犯灯の設置及び維持管理を行うことのできる団体をいう。

　（補助対象者）

第３条　補助金の交付対象者は、自治公民館等とする。

　（補助金の種類等）

第４条　補助金の種類、補助対象経費等は、別表に定めるとおりとする。

　　　附　則

　（施行期日）

１　この要綱は、平成30年４月１日から施行する。

　（この要綱の失効）

２　この要綱は、令和９年３月31日限り、その効力を失う。
　　　附　則（令和３年３月19日改正）

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。
　　附　則（令和６年２月14日改正）
この要綱は、令和６年４月1日から施行する。

　　附　則（令和７年３月１４日改正）
この要綱は、令和７年４月1日から施行する。
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